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要請趣旨 

7月 6日、クレジットカード売り上げの立替入金サービスを手掛けていた株式会社

全東信（全東信）が破産しました。 

同社は全国 20万以上の加盟店と取引していたと報道されており、民商には「被害額

は約 34万円。次の仕入れ資金の確保ができない」といった相談が寄せられています。 

売掛金の回収が困難になることは、買掛金の決済や、人件費、家賃、仕入れ資金が

枯渇することに直結し、強まる物価高も相まって、事業継続に重大な影響を及ぼしま

す。 

 一刻も早い資金繰り支援が求められるという緊急・切実な状況を踏まえ、以下のこ

とを要請します。 

 

要請事項 

１、被害者の相談窓口を開設し、緊急切実な資金繰りの相談を強めること。 

 

２、市内の金融機関、政策金融公庫に対して、新規融資をはじめ、借り換え、条件変

更など、積極的な資金繰り支援を、できるだけ低利で行うよう要請すること。 

 

３、制度融資を活用する際の金利、保証料負担が軽減されるよう、緊急の対応を実施

すること。 

 

以上 


